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款 項 目 大事業

03 02 01 007

中事業 節 細節 細々節

01 19 3 2

○ 　 　
交付開始
年度 平成13 年度

　 ○ 　 　

はい いいえ 〇

はい いいえ 〇

はい いいえ 〇

はい 〇 いいえ

はい いいえ 〇

はい 〇 いいえ

はい いいえ 〇

 有り 　

 無し ○

その他

個人補助 事業補助

40,718

財源内訳

48,167

令和元年度補助金モニタリングシート

１　補助金等の概要

部　課　名

法人

認証保育所運営費補助金（管内）

行政補完的補助金 政策的補助金

団体運営補助 　その他

大事業名称

特定財源 一般財源

国庫支出金 都支出金

予 算 科 目
中事業名称 細々節名称

認証保育所等運営費補助事業 認証保育所運営費補助金（管内）

補助金等の名称

認証保育所等運営費補助事業

補助金等の区分

子ども家庭部子育て支援課

保護者が安心して就労や子育てが両立できるようにする。
（待機児童の解消及び多様な保育ニーズに対応する）

児童福祉法第24条第1項ただし書
東京都認証保育所事業実施要綱

東久留米市認証保育所運営費等補助金要綱

補助金等の形態

その他

支出先名称

会 計 年 度
（予算・決算）
額

一般財源特財に伴う一般財源

平成３０年度

令和元年度 96,333 48,167

81,437 40,718

 根拠法令等（名称及び条文の抜粋）

法　令　等

市条例･要綱等

 目的及び効果

業務委託の可能性

２　共通業務運用指針に示す既存補助金制度の見直しに関する事項

補助金等の支出が客観的に見て公益上妥当でない

社会背景等の変化により、補助対象となっている事業が市の役割や守備範囲を越えてしまってい
る

支出の根拠が明確でない

補助対象事業がすでに当該団体の事務として同化・定着している（注）

４　所管課所見欄

類似の事業が民間等で行われている

上記２及び３に対する所管課見解

認証保育所は、認可保育所だけでは応えきれていない大都市のニーズに対応しようとする都独自の制度であって、大都市の特性に
着目した都独自の基準（認証基準）を設定し、企業の経営感覚の発揮により、多様化する保育ニーズに応えることのできる保育所
を設けるものであり、平成13年度より開始されている。
子ども・子育て支援制度発足後も、待機児童解消の一翼を担っており、保護者が安心して就労と子育てを両立できる環境を整備す
るために必要な補助制度である。

令和２年度以降の方向性

令和元年１０月より幼児教育無償化の実施が開始された。これにより、保護者は認証保育所を含めた認可外保育施設も利用しやす
い環境が整えられた。認証保育所は全施設において１３時間の開所を基本とするなど、多様化する保育ニーズに対応するため、都
独自の基準（認証基準）を満たした保育施設である。このため、認証保育所については、今後も一定のニーズがあると考えられ
る。また、保護者に多くの保育施設が選択できる環境を提供することは、市全体の待機児童の解消にも資すると考えられる。この
ため、今後も認証保育所の運営を補助し、多様な保育ニーズに対応できる保育環境を提供できるよう努めていく。

交付の期間が継続して３年以上である（注）

国・東京都等の制度に連動した補助金制度で、終期をその基となる制度に合わせていない

注：複数の団体が存在する場合、１団体でも該当があれば「はい」の扱いにしている。

３　業務委託について


